別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　　項：教育総務費　　　目：教育指導費
	事業名: 校務用パソコン整備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　教育委員会　教育研修課　情報化推進係　電話番号：058-271-3457
　　　　　　　E-mail：c17781@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：41,950千円（前年度予算額： 48,824千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　県立学校に対する校務用パソコンの整備

（１）新規分

　　平成20年10月から平成25年9月のリースパソコンの延長整備分（1,970台）

　　　・債務負担行為　2年（H25.10～H26.9）　
（２）継続分
　　①平成20年度整備分(1,970台)

　　　・債務負担行為　5年（H20.10～H25.9）　
　　②平成23年度整備分(150台)

　　　・債務負担行為　4年9ヶ月（H23.7～H28.3）　
　　③平成24年度整備分(50台)

　　　・債務負担行為　5年（H24.4～H29.3）　

　　　④平成25年度整備分(96台) ※H24.12補要求

　　　・債務負担行為　2年
	２　所要経費


（１）新規分（2,232）平成20年度整備分の再リース
・H25年度債務負担　2,232
（２）継続分（39,718）
　　①平成20年度整備分　H25年度債務負担　22,310

　　②平成23年度整備分　H25年度債務負担　 2,623

　　③平成24年度整備分　H25年度債務負担　 1,582　 

　　④平成25年度整備分　H25年度買取　　　13,203　※H24.12補要求
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	48,824
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	48,824

	要求額
	41,950
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	41,950

	決定額
	41,950
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	41,950


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・セキュリティ対策が講じられた公的パソコンの整備により、日常的に校務での個人情報の適正な管理を行うと共に、教員のICT活用指導力の向上を図り、効率的な校務処理により学校経営の改善と教育の質を向上する。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	整備対象基準教員整備率
	48%
（H21）
	100%
（H22）
	100%
（H23）
	99%
（H24）
	100%
（H25）
	100％

	校務にICTを活用する能力
	67.8%
（H20）
	76.9%
（H21）
	84.6%
（H22）
	86.8%
（H23）
	100%
（H25）
	86.8％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
教員の増員分の追加整備を実施した。（50台）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
整備対象基準教員に対する整備率をほぼ達成した。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	個人情報を適切に管理する点で、必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	校務にICTを活用する能力が、向上している。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

△

	中長期的な視点での整備計画を検討し、効率化を図る余地がある。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
整備対象基準教員以外への整備。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
個人情報の適切な管理、校務の情報化、ＩＣＴ活用授業の推進のために、教職員に対する校務用パソコンの1人1台整備を目指す。



